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行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正

に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

  第１条による改正 

宮代町個人情報保護条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（保有個人情報の提供先への通知） （保有個人情報の提供先への通知） 

第２３条の２ 実施機関は、前条第２項の規定

により保有個人情報の訂正をした場合におい

て、必要があると認めるときは、当該保有個

人情報の提供先（情報提供等記録にあっては、

内閣総理大臣及び番号法第１９条第８号に規

定する情報照会者若しくは情報提供者又は同

条第９号に規定する条例事務関係情報照会者

若しくは条例事務関係情報提供者（当該訂正

に係る同法第２３条第１項及び第２項に規定

する記録に記録された者であって、当該実施

機関以外のものに限る。））に対し、遅滞なく、

その旨を書面により通知するものとする。 

第２３条の２ 実施機関は、前条第２項の規定

により保有個人情報の訂正をした場合におい

て、必要があると認めるときは、当該保有個

人情報の提供先（情報提供等記録にあっては、

総務大臣  及び番号法第１９条第７号に規

定する情報照会者若しくは情報提供者又は同

条第８号に規定する条例事務関係情報照会者

若しくは条例事務関係情報提供者（当該訂正

に係る同法第２３条第１項及び第２項に規定

する記録に記録された者であって、当該実施

機関以外のものに限る。））に対し、遅滞なく、

その旨を書面により通知するものとする。 

 

 

第２条による改正 

宮代町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」

という。）第９条第２項の規定に基づく個人番

号の利用及び法第１９条第１１号の規定に基

づく特定個人情報の提供に関し必要な事項を

定めるものとする。 

第１条 この条例は、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」

という。）第９条第２項の規定に基づく個人番

号の利用及び法第１９条第１０項の規定に基

づく特定個人情報の提供に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（特定個人情報の提供） （特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１１号の条例で定める特

定個人情報を提供することができる場合は、

別表第３の第１欄に掲げる機関が、同表の第

３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲

げる事務を処理するために必要な同表の第４

欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合

において、同表の第３欄に掲げる機関が当該

特定個人情報を提供するときとする。 

第５条 法第１９条第１０項の条例で定める特

定個人情報を提供することができる場合は、

別表第３の第１欄に掲げる機関が、同表の第

３欄に掲げる機関に対し、同表の第２欄に掲

げる事務を処理するために必要な同表の第４

欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合

において、同表の第３欄に掲げる機関が当該

特定個人情報を提供するときとする。 
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宮代町職員の給与に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

 

 

 

宮代町職員の給与に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

 （下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１２７．５、

１２月に支給する場合には１００分の１１

２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１２７．５                           

                                    

   を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「、６月に支給する場合には

１００分の１２７．５、１２月に支給する場

合には１００分の１１２．５」とあるのは「、

６月に支給する場合には１００分の７２．５、

１２月に支給する場合には１００分の６２．

５」とする。           

４～６ （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の１２７．５」   

                                      

                       とあるのは「１

００分の７２．５」           

                    

  とする。           

４～６ （略） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００

分の１２０                               

                                    

   を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の１２７．５、

１２月に支給する場合には１００分の１１

２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月

以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「１００分の１２０」   

                    

             とあるのは「１０

０分の６７．５」            

                    

  とする。           

４～６ （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用につ

いては、同項中「、６月に支給する場合には

１００分の１２７．５、１２月に支給する場

合には１００分の１１２．５」とあるのは「、

６月に支給する場合には１００分の７２．５、

１２月に支給する場合には１００分の６２．

５」とする。           

４～６ （略） 
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   宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 新旧対照表 

（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

 

 

宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例 新旧対照表 

（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又

は議会の解散により任期が終了した日現在）

において議長、副議長、常任委員長、議会運

営委員長及び議員が受けるべき議員報酬月額

及びその議員報酬月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

には１００分の２２２．５、１２月に支給す

る場合には１００分の２０７．５を乗じて得

た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又

は議会の解散により任期が終了した日現在）

において議長、副議長、常任委員長、議会運

営委員長及び議員が受けるべき議員報酬月額

及びその議員報酬月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に１００分の２２２．５

                    

               を乗じて得

た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は

議会の解散により任期が終了した日現在）にお

いて議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員が受けるべき議員報酬月額及びそ

の議員報酬月額に１００分の１５を乗じて得

た額の合計額に１００分の２１５     

                    

          を乗じて得た額に、基準

日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

（期末手当） 

第５条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、辞職し、失職し、除名され、死亡し、又は

議会の解散により任期が終了した日現在）にお

いて議長、副議長、常任委員長、議会運営委員

長及び議員が受けるべき議員報酬月額及びそ

の議員報酬月額に１００分の１５を乗じて得

た額の合計額に、６月に支給する場合には１０

０分の２２２．５、１２月に支給する場合には

１００分の２０７．５を乗じて得た額に、基準

日以前６箇月以内の期間におけるその者の在

職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

議案第６１号関係資料 
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町長及び副町長の給与等に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

  

 

町長及び副町長の給与等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

 

 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

には１００分の２２２．５、１２月に支給す

る場合には１００分の２０７．５を乗じて得

た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に１００分の２２２．５ 

                                  

               を乗じて得

た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に１００分の２１５    

                                        

                       を乗じて得

た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、又は死亡し

た日現在）において町長等が受けるべき給料

月額及びその給料月額に１００分の１５を乗

じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

には１００分の２２２．５、１２月に支給す

る場合には１００分の２０７．５を乗じて得

た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけ

るその者の在職期間の次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

議案第６２号関係資料 
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教育委員会教育長の給与等に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

  

 

教育委員会教育長の給与等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

 

 

 

 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に、６月に支

給する場合には１００分の２２２．５、１２

月に支給する場合には１００分の２０７．５

を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００分の

２２２．５                           

                    

を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） （期末手当） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に１００分の

２１５                                   

                                

を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（前

項後段に規定する者にあっては、任期が満了

し、退職し、失職し、解職され、罷免され、

又は死亡した日現在）において教育長が受け

るべき給料月額及びその給料月額に１００分

の１５を乗じて得た額の合計額に、６月に支

給する場合には１００分の２２２．５、１２

月に支給する場合には１００分の２０７．５

を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の

期間におけるその者の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） （１）～（４） （略） 

３ （略） ３ （略） 

議案第６３号関係資料 
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宮代町課設置条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（課の設置） （課の設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定により、町長の権限

に属する事務を分掌させるため次の課を置

く。 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１５８条第１項の規定により、町長の権限

に属する事務を分掌させるため次の課を置

く。 

（１）総務課 （１）総務課 

（２）企画財政課 （２）企画財政課 

（３）住民課 （３）住民課 

（４）税務課 （４）税務課 

（５）町民生活課 （５）町民生活課 

（６）環境資源課  

（７）福祉課 （６）福祉課 

（８）子育て支援課 （７）子育て支援課 

（９）健康介護課 （８）健康介護課 

（１０）産業観光課 （９）産業観光課 

（１１）まちづくり建設課 （１０）まちづくり建設課 

（課の分掌事務） （課の分掌事務） 

第２条 各課の分掌事務は、次の表のとおりと

する。 

第２条 各課の分掌事務は、次の表のとおりと

する。 

企画財政課 １ 町の総合計画及び総合調整

に関する事項 

２ 町政運営の企画に関する事

項 

３ 行政改革に関する事項 

４ 市民参加に関する事項 

５ 情報化に関する事項 

６ 統計に関する事項 

７ 財政に関する事項 

８ 財産の管理に関する事項 

９ 用地の取得に関する事項 

（略） （略） 

町民生活課 １ 交通安全に関する事項 

２ 防災に関する事項 

３ 防犯に関する事項 

４ 生涯学習推進に関する事項 

５ コミュニティに関する事項 

環境資源課 １ 環境保全に関する事項 

２ 環境衛生に関する事項 

３ 廃棄物の処理及び清掃に関

する事項 

（略） （略） 
 

企画財政課 １ 町の総合計画及び総合調整

に関する事項 

２ 町政運営の企画に関する事

項 

３ 統計に関する事項 

４ 予算及び財政に関する事項 

５ 財産の管理に関する事項 

６ 用地の取得に関する事項 

７ 行政改革に関する事項 

（略） （略） 

町民生活課 １ 環境衛生に関する事項 

２ 交通安全に関する事項 

３ 防災に関する事項 

４ 防犯に関する事項 

５ 生涯学習推進に関する事項 

６ 市民参加に関する事項 

７ コミュニティに関する事項 

（略） （略） 
   

議案第６４号関係資料 
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宮代町廃棄物処理検討委員会条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

 

 

 

改   正   案 現       行 

 （庶務）  （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、環境資源課において

処理する。 

第９条 委員会の庶務は、町民生活課において

処理する。 
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職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

改   正   案 現       行 

（１週間の勤務時間） （１週間の勤務時間） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１

８条第１項又は一般職の任期付職員の採用等

に関する条例（平成１７年宮代町条例第３５

号）第４条の規定により採用された職員（以

下「任期付短時間勤務職員」という。）の勤務

時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時

間を除き、４週間を超えない期間につき１週

間当たり３１時間までの範囲内で、任命権者

が定める。 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１

８条第１項又は一般職の任期付職員の採用に

関する条例 （平成１７年宮代町条例第３５

号）第４条の規定により採用された職員（以

下「任期付短時間勤務職員」という。）の勤務

時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時

間を除き、４週間を超えない期間につき１週

間当たり３１時間までの範囲内で、任命権者

が定める。 

５ （略） ５ （略） 

（特別休暇） （特別休暇） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、それぞ

れの場合について定める期間、特別休暇を受

けることができる。 

２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、それぞ

れの場合について定める期間、特別休暇を受

けることができる。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６）生後１年に達しない子を育てる場合 １

日２回それぞれ３０分間（男子職員にあっ

ては、その子の当該職員以外の親（当該子

について民法第８１７条の２第１項の規定

により特別養子縁組の成立について家庭裁

判所に請求した者（当該請求に係る家事審

判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって当該子を現に監護するもの又

は児童福祉法第２７条第１項第３号の規定

により当該子を委託されている同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親若しく

は同条第１号に規定する養育里親である者

（同法第２７条第４項に規定する者の意に

反するため、同項の規定により、養子縁組

里親として委託することができない者に限

る。）を含む。）が当該職員がこの号の休暇

を使用しようとする日におけるこの号の休

暇（これに相当する休暇を含む。）を承認さ

れ、又は労働基準法          

   第６７条の規定により同日における

育児時間を請求した場合は、１日２回それ

ぞれ３０分から当該承認又は請求に係る各

回ごとの期間を差し引いた期間を超えない

（６）生後１年に達しない子を育てる場合 １

日２回それぞれ３０分間（男子職員にあっ

ては、その子の当該職員以外の親（当該子

について民法第８１７条の２第１項の規定

により特別養子縁組の成立について家庭裁

判所に請求した者（当該請求に係る家事審

判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって当該子を現に監護するもの又

は児童福祉法第２７条第１項第３号の規定

により当該子を委託されている同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親若しく

は同条第１号に規定する養育里親である者

（同法第２７条第４項に規定する者の意に

反するため、同項の規定により、養子縁組

里親として委託することができない者に限

る。）を含む。）が当該職員がこの号の休暇

を使用しようとする日におけるこの号の休

暇（これに相当する休暇を含む。）を承認さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年法律第４

９号）第６７条の規定により同日における

育児時間を請求した場合は、１日２回それ

ぞれ３０分から当該承認又は請求に係る各

回ごとの期間を差し引いた期間を超えない

議案第６５号関係資料 
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期間） 期間） 

（７）～（１２） （略） （７）～（１２） （略） 

（１３）職員が不妊治療に係る通院等のため勤

務しないことが相当であると認められる場

合 １の年において５日（当該通院等が対

外受精その他の任命権者が定める不妊治療

に係るものである場合にあっては、１０日）

の範囲内の期間 

 

（１４）～（１６） （略） （１３）～（１５） （略） 

（１７） 次条  第１項に規定する要介護者（以

下この号において「要介護者」という。）の

介護その他の町が定める世話を行う職員

が、当該世話を行うため勤務しないことが

相当であると認められる場合 １の年にお

いて５日（要介護者が２人以上の場合にあ

っては、１０日）の範囲内の期間 

（１６） 第１５条第１項に規定する要介護者（以

下この号において「要介護者」という。）の

介護その他の町が定める世話を行う職員

が、当該世話を行うため勤務しないことが

相当であると認められる場合 １の年にお

いて５日（要介護者が２人以上の場合にあ

っては、１０日）の範囲内の期間 

（１８）～（２１） （略） （１７）～（２０） （略） 

（２２）職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親

族に対する支援となる活動を除く。）を行う

場合で、その勤務しないことが相当である

と認められるとき １の年において５日の

範囲内で必要と認める期間 

（２１）職員が自発的に、かつ、報酬を得ない

で次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親

族に対する支援となる活動を除く。）を行う

場合で、その勤務しないことが相当である

と認められるとき １の年において５日の

範囲内で必要と認める期間 

ア及びイ （略） ア及びイ （略） 

ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上

若しくは精神上の障害、負傷又は疾病に

より常態として日常生活を営むのに支障

がある者の介護その他の日常生活を支援

する活動 

ウ イ及びロに掲げる活動のほか、身体上

若しくは精神上の障害、負傷又は疾病に

より常態として日常生活を営むのに支障

がある者の介護その他の日常生活を支援

する活動 

３ 前項第１３号から第１７号までの休暇の単

位は、１日又は１時間とする。ただし、その

休暇の残日数に１時間未満の端数があり、そ

のすべてを使用するときは、１分を単位とす

る。 

３ 前項第１３号から第１６号までの休暇の単

位は、１日又は１時間とする。ただし、その

休暇の残日数に１時間未満の端数があり、そ

のすべてを使用するときは、１分を単位とす

る。 

４ １日を単位とする第２項第１３号から第１

６号までの休暇は、１回の勤務に割り振られ

た勤務時間の全て  を勤務しないときに使用

するものとする。 

４ １日を単位とする第２項第１３号から第１

５号までの休暇は、１回の勤務に割り振られ

た勤務時間のすべてを勤務しないときに使用

するものとする。 

５ １時間を単位として使用した第２項第１３

号から第１６号までの休暇を日に換算する場

合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に掲げる時間数をもって１日とす

る。 

５ １時間を単位として使用した第２項第１３

号から第１５号までの休暇を日に換算する場

合には、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に掲げる時間数をもって１日とす

る。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 
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   公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

 

 

改   正   案 現       行 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 任命権者は、次に掲げる団体との間の

取決めに基づき、当該団体の業務にその役職

員として専ら従事させるため、職員（次項に

定める職員を除く。）を派遣することができ

る。 

第２条 任命権者は、次に掲げる団体との間の

取決めに基づき、当該団体の業務にその役職

員として専ら従事させるため、職員（次項に

定める職員を除く。）を派遣することができ

る。 

（１）社会福祉法人宮代町社会福祉協議会 （１）社会福祉法人宮代町社会福祉協議会  
（２）宮代町道仏土地区画整理組合 

（２）埼玉県町村会 （３）埼玉県町村会 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 
  

議案第６６号関係資料 
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一般職の任期付職員の採用等に関する条例 新旧対照表（第１条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

 

 

一般職の任期付職員の採用等に関する条例 新旧対照表（第２条による改正） 

（下線部分が改正部分） 

 

 

改   正   案 現       行 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「６月に支給する場合には１００分の１２

７．５、１２月に支給する場合には１００分

の１１２．５」とあるのは「６月に支給する場

合には１００分の１６７．５、１２月に支給す

る場合には１００分の１５７．５」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「１００分の１２７．５」       

                    

      とあるのは「１００分の１６７．

５」                      

                とする。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

改   正   案 現       行 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外

等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「１００分の１２０」         

                    

        とあるのは「１００分の１６

２．５」                  

                 とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条

第２項（期末手当）の適用については、同項

中「６月に支給する場合には１００分の１２

７．５、１２月に支給する場合には１００分

の１１２．５」とあるのは「６月に支給する場

合には１００分の１６７．５、１２月に支給す

る場合には１００分の１５７．５」とする。 

３及び４ （略） ３及び４ （略） 

議案第６７号関係資料 
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宮代町都市計画法に基づく開発許可等の基準に関する条例 新旧対照表 

（下線部分が改正部分） 

 

 

 

 

 

改   正   案 現       行 

（法第３４条第１２号の規定により定める開

発行為） 

第５条 法第３４条第１２号の規定により、開

発行為の周辺における市街化を促進するおそ

れがないと認められ、かつ、市街化区域内に

おいて行うことが困難又は著しく不適当と認

められる開発行為として定めるものは、次に

掲げるものとする。ただし、都市計画法施行

令（昭和４４年政令第１５８号。以下「令」

という。）第２９条の９各号        

に掲げる土地の区域又は用途地域が定められ

ている土地の区域における第２号から第８号

までに掲げる開発行為は、この限りでない。 

（１）～（８） （略） 

２～５ （略） 

（令第３６条第１項第３号ハの規定により定

める建築等） 

第６条 令第３６条第１項第３号ハの規定によ

り、建築物又は第一種特定工作物の周辺にお

ける市街化を促進するおそれがないと認めら

れ、かつ、市街化区域内において行うことが

困難又は著しく不適当と認められる建築物の

新設、改築若しくは用途の変更又は第一種特

定工作物の新設として定めるものは、次に掲

げるものとする。ただし、令第２９条の９各

号       に掲げる土地の区域又は用

途地域が定められている土地の区域における

第２号から第４号までに掲げる建築物の新

築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定

工作物の新設は、この限りでない。 

（１）～（４） （略） 

（法第３４条第１２号の規定により定める開

発行為） 

第５条 法第３４条第１２号の規定により、開

発行為の周辺における市街化を促進するおそ

れがないと認められ、かつ、市街化区域内に

おいて行うことが困難又は著しく不適当と認

められる開発行為として定めるものは、次に

掲げるものとする。ただし、都市計画法施行

令（昭和４４年政令第１５８号。以下「令」

という。）第８条第１項第２号ロからニまで

に掲げる土地の区域又は用途地域が定められ

ている土地の区域における第２号から第８号

までに掲げる開発行為は、この限りでない。 

（１）～（８） （略） 

２～５ （略） 

（令第３６条第１項第３号ハの規定により定

める建築等） 

第６条 令第３６条第１項第３号ハの規定によ

り、建築物又は第一種特定工作物の周辺にお

ける市街化を促進するおそれがないと認めら

れ、かつ、市街化区域内において行うことが

困難又は著しく不適当と認められる建築物の

新設、改築若しくは用途の変更又は第一種特

定工作物の新設として定めるものは、次に掲

げるものとする。ただし、令第８条第１項第

２号ロからニまでに掲げる土地の区域又は用

途地域が定められている土地の区域における

第２号から第４号までに掲げる建築物の新

築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定

工作物の新設は、この限りでない。 

（１）～（４） （略） 

  

議案第６８号関係資料 


